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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

完成工事高 (百万円) 82,015 100,943 111,741 203,930 247,687 

経常利益 (百万円) 2,810 4,227 5,301 9,104 12,377 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,621 2,190 3,562 3,407 6,423 

純資産額 (百万円) 62,153 63,912 70,530 63,606 67,119 

総資産額 (百万円) 130,440 134,849 140,355 131,791 154,280 

１株当たり純資産額 (円) 557.76 579.57 641.70 569.90 611.97 

１株当たり中間(当期)純

利益 
(円) 14.55 19.71 32.45 29.51 56.59 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) 13.46 19.69 32.44 27.50 56.55 

自己資本比率 (％) 47.7 47.4 50.3 48.3 43.5 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 13,391 2,226 7,364 16,452 4,112 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(百万円) △185 △1,172 △2,344 △256 △2,419 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(百万円) △675 △2,898 △11,119 △15,918 △7,617 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 34,167 20,051 9,876 21,893 15,973 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

5,337 

  

6,631 

  

7,232 

(1,451) 

5,024 

  

6,567 

(1,033) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第50期の１株当たり年間配当額12円には、創立50周年記念配当１円が含まれております。 

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

完成工事高 (百万円) 78,312 78,870 85,840 193,748 195,020 

経常利益 (百万円) 2,103 2,923 3,063 6,197 8,032 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,119 1,504 1,800 2,122 4,024 

資本金 (百万円) 6,888 6,888 6,888 6,888 6,888 

発行済株式総数 (株) 117,812,419 117,812,419 117,812,419 117,812,419 117,812,419 

純資産額 (百万円) 57,244 57,589 60,755 57,872 59,046 

総資産額 (百万円) 123,816 106,782 110,155 124,760 127,305 

１株当たり純資産額 (円) 513.71 522.24 552.77 518.87 538.87 

１株当たり中間（当期）

純利益 
(円) 10.05 13.53 16.40 18.42 35.57 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) 9.41 13.52 16.39 17.52 35.54 

１株当たり中間（年間）

配当額 
(円) 5.00 5.00 7.00 12.00 11.00 

自己資本比率 (％) 46.2 53.9 55.2 46.4 46.4 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

3,508 

  

3,413 

  

3,446 

(323) 

3,267 

  

3,372 

(236) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動については、「３．関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の重要な関係会社となりました。 

 （注）１．特定子会社であります。 

２．有価証券届出書または有価証券報告書の提出会社であります。 

３．上記のほか連結子会社（８社）がありますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しておりま

す。 

  

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しております。 

  

(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合は、協和エクシオ労働組合として組織されており、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会

に所属し、上部団体の情報産業労働組合連合会に加盟しております。 

 なお、労使関係は安定しており、平成17年９月30日現在における協和エクシオ労働組合の組合員数は2,441人で

あります。 

 また、連結子会社数社の労働組合も、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会に所属し、上部団体の情報産

業労働組合連合会に加盟しておりますが、いずれも労使関係は安定しております。 

会社名 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の所
有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

 ㈱カナック  香川県高松市 932 

ＮＴＴ関連通信設

備事業 

通信設備・電気設

備・都市土木事業 

ＩＴソリューショ

ン事業 

50.6 
 当社工事の一部を発注 

 役員の兼任等…有  

  平成17年９月30日現在 

区分 従業員数（人） 

エンジニアリング 

ソリューション 

ＮＴＴ関連通信設備事業 4,607   (1,049） 

通信設備・電気設備・ 

都市土木事業 
  593    （67） 

ＩＴソリューション 1,292    （53） 

エコソリューション    52     （4） 

その他事業（物流・警備・コンサルティング業務等）   305   （229） 

全社（共通）   383    （49） 

合計 7,232 （1,451） 

  平成17年９月30日現在 

 従業員数（人） 3,446   （323） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、設備投資が増加傾向にあり、企業収益も堅調に推移したことに加

え、所得環境の改善で個人消費に回復が見られたことで景気は「踊り場」を脱し、緩やかな回復を続けました。 

 情報通信分野におきましては、固定通信では新規サービスの提供等により通信事業者間の競争に拍車が掛かると

ともにブロードバンド市場では、技術の進歩ならびに需要の拡大と競争の激化により料金の低廉化が進み、光アク

セスサービスの普及が加速化してきました。さらにはＩＰ電話が法人市場のみならず一般家庭においても普及し始

めるなど拡大の兆候が見られました。一方、移動通信でも2006年より導入される番号ポータビリティサービスを見

据えたサービス品質の向上や新サービスの導入など、移動通信事業者間の競争が一層熾烈なものとなってきてお

り、情報通信分野の市場構造が大きく変化し始めてきました。 

 主な取引先でありますＮＴＴグループ各社におきましては、「2010年には固定電話の過半数にあたる3,000万の

お客さまに光アクセスと次世代ネットワークを提供する」という目標を中期経営戦略において掲げられ、ＩＰ化・

光化への社会的ニーズに応えながら、安心・安全なブロードバンド・ユビキタス時代の実現へ向けた具体的な取り

組みを開始されました。 

 ＮＴＴ以外の通信事業者におきましても光アクセス化、ＩＰネットワーク化への取り組みを加速されておりま

す。さらに移動通信分野でもサービス品質の向上や新サービスの提供のためのネットワーク構築が盛んに行われま

した。 

 このような情勢下において当社グループは、様々な顧客ニーズや事業動向に対応できる体制をいち早く構築する

一方で、急速に普及する情報通信のブロードバンド化、ＩＰ化に対応すべく光アクセス技術者、ＩＰ技術者を育成

し、施工能力の向上、強化に努めてまいりました。さらに移動通信分野では、エリア拡充の要請に対応できる技術

者の確保、施工体制の拡充や品質向上のための対策を推進するとともに、ＩＴ、エコロジー関連需要に対しまして

は、企画・提案による事業領域の拡大にも努めてまいりました。 

 また、当中間連結会計期間から四国地方を営業基盤とする株式会社カナックを子会社化し「施工基盤の強化」と

「営業領域の拡大」を図るなど、グループ経営効率の向上を推進してまいりました。 

 この結果、受注高は1,412億３千４百万円(前年同期比115.2％)、完成工事高は1,117億４千１百万円(前年同期比

110.7％)となりました。また、損益面につきましては、経常利益は53億１百万円(前年同期比125.4％)、中間純利

益は35億６千２百万円(前年同期比162.6％)となりました。 

 部門別の業績は次のとおりであります。 

① エンジニアリングソリューション 

 ＮＴＴ関連につきましては、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社の光関連投資が増加したこ

と、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは第三世代携帯の設備投資を積極的に推進されたこともあり受注高、

完成工事高とも増加いたしました。 

 ＮＴＴ以外の通信設備・電気設備・都市土木関連につきましては、各通信事業者が新サービスの提供とサー

ビス品質の向上のため、積極的に設備投資されたのを受け、受注が拡大したこと、また、当中間連結会計期間

より株式会社カナックを連結の範囲に含めたことから受注高は増加しましたが、下半期への繰越工事が増加し

たため完成工事高は減少いたしました。 

② ＩＴソリューション 

 各通信事業者においてＩＰ網構築のための設備投資が積極的に行われたこと、また計画的に強化、育成して

きたＳＩ・ＳＥ技術者による企画提案型営業に積極的に取り組み業容拡大に努めてきた結果、受注高、完成工

事高とも増加いたしました。 

③ エコソリューション 

 公共投資が低調であることから受注競争が激化し、厳しいコスト競争を強いられてはおりますが、従来から

取り組んできた環境への負担が少ない循環型社会形成へ向けた廃棄物の減量・リサイクル関連工事や水環境を

維持・回復するための水処理関連工事等の受注が順調に推移し、受注高、完成工事高とも増加いたしました。

④ その他事業（物流・警備・コンサルティング業務等） 

 工事量の増加にともない警備事業が堅調であったことと資材販売を中心とした物流業務が増加したこともあ

り、受注高、完成工事高とも増加いたしました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、前年同期に比べ101億７千４百

万円減少し、98億７千６百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前中間純利益および売上債権の回収な

どにより、73億６千４百万円となりました。前年同期に比べ51億３千８百万円の資金増加となりましたが、これは

主に、売上債権および法人税等の支払額の減少などによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における投資活動により支出した資金は、投資有価証券の取得および技術センタの建設など

により23億４千４百万円であり、前年同期に比べ11億７千１百万円の資金減少となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における財務活動により支出した資金は、社債の償還、短期借入金の返済および配当金の支

払などにより111億１千９百万円であり、前年同期に比べ82億２千万円の資金減少となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）売上実績 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高およびその割合は、次のとおりであります。 

 （注）株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモについては、地域ドコモ８社を含めて記載しております。 

区分 
受注高 
（百万円） 

前年同期比 
(％) 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
(％) 

エンジニアリング 

ソリューション 

ＮＴＴ関連通信設備事業 90,786 109.3 41,821 113.3 

通信設備・電気設備・都

市土木事業 
28,260 125.7 36,933 116.0 

ＩＴソリューション 16,892 126.4 8,875 138.6 

エコソリューション 3,237 134.9 11,931 186.3 

その他事業 

(物流・警備・コンサルティング業務等) 
2,057 155.3 94 85.5 

合計 141,234 115.2 99,656 122.0 

区分 売上高（百万円） 前年同期比（％） 

エンジニアリング 

ソリューション 

ＮＴＴ関連通信設備事業 75,982 109.0 

通信設備・電気設備・都

市土木事業 
19,178 95.6 

ＩＴソリューション 13,191 137.2 

エコソリューション 1,356 750.0 

その他事業 

(物流・警備・コンサルティング業務等) 
2,031 148.8 

合計 111,741 110.7 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

割合 
（％） 

売上高 
（百万円） 

割合 
（％） 

東日本電信電話株式会社 27,746 27.5 30,893 27.6 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 23,564 23.3 28,093 25.1 

西日本電信電話株式会社 14,922 14.8 15,420 13.8 



 なお、参考のため提出会社の受注工事高及び施工高の状況は次のとおりであります。 

（受注工事高及び施工高の状況） 

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

第51期中（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

第52期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

区分 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計 
(百万円) 

期中完成 
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円) 

手持 
工事高 
(百万円) 

うち施工高 
(百万円) 

エンジニア

リング 

ソリューシ

ョン 

ＮＴＴ関連

通信設備事

業 

     ％   

20,483 66,434 86,917 55,345 31,571 34.7 10,946 58,670 

通信設備・

電気設備・

都市土木事

業 

25,990 18,183 44,173 16,116 28,057 36.2 10,142 16,745 

ＩＴソリューション 1,669 9,607 11,277 7,227 4,050 24.9 1,007 7,829 

エコソリューション 4,185 2,399 6,585 180 6,404 14.0 899 636 

計 52,328 96,625 148,954 78,870 70,083 32.8 22,996 83,881 

区分 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計 
(百万円) 

期中完成 
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円) 

手持 
工事高 
(百万円) 

うち施工高 
(百万円) 

エンジニア

リング 

ソリューシ

ョン 

ＮＴＴ関連

通信設備事

業 

     ％   

23,569 73,419 96,989 60,752 36,236 35.1 12,709 64,020 

通信設備・

電気設備・

都市土木事

業 

24,235 19,105 43,341 13,082 30,258 35.1 10,607 18,618 

ＩＴソリューション 4,091 13,491 17,583 10,651 6,931 54.0 3,742 12,488 

エコソリューション 10,046 3,209 13,256 1,353 11,902 7.5 891 1,409 

計 61,943 109,226 171,169 85,840 85,329 32.8 27,950 96,536 



第51期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含んでおります。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

３．期末繰越工事高の施工高は工事進捗部分に対応する受注工事高であります。 

４．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越工事高(うち施工高)－前期末繰越工事高(うち施工高))に一致し

ます。 

  

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

 当社は工事の完成が上半期と下半期で平均化しておらず、最近３年間についてみても次のように変動しておりま

す。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計 
(百万円) 

期中完成 
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円) 

手持 
工事高 
(百万円) 

うち施工高 
(百万円) 

エンジニア

リング 

ソリューシ

ョン 

ＮＴＴ関連

通信設備事

業 

     ％   

20,483 128,681 149,164 125,595 23,569 40.1 9,441 127,414 

通信設備・

電気設備・

都市土木事

業 

25,990 45,059 71,049 46,813 24,235 20.9 5,072 42,371 

ＩＴソリューション 1,669 23,473 25,142 21,051 4,091 46.6 1,906 22,551 

エコソリューション 4,185 7,420 11,606 1,559 10,046 8.3 835 1,951 

計 52,328 204,634 256,963 195,020 61,943 27.9 17,254 194,289 

期別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期 上半期 １年通期 上半期 

(A)（百万円） (B)（百万円） (B)／(A)(％) (C)（百万円） (D)（百万円） (D)／(C)(％) 

第49期 168,023 80,053 47.6 176,206 69,512 39.4 

第50期 189,245 90,102 47.6 193,748 78,312 40.4 

第51期 204,634 96,625 47.2 195,020 78,870 40.4 

第52期 － 109,226 － － 85,840 － 



３【対処すべき課題】 

 今後のわが国経済の見通しにつきましては、原油高などの不安要素はあるものの設備投資と企業収益は堅調に推移

し、雇用と個人消費は回復基調が予想されることから、緩やかな景気回復が持続するものと思われます。 

 情報通信分野におきましては、光ファイバによるブロードバンドサービスの普及がさらに加速化するとともに、サ

ービスの高度化・多様化も一層進展するものと思われます。これら急速な技術革新を背景とした市場構造の変革に対

応するため、技術力・施工能力のさらなる強化・高度化が求められるものと考えられます。一方、携帯電話事業に新

規参入事業者が加わるなど、通信事業者間の競争はますます激化し、一層のコスト競争力が要求されるものと想定さ

れます。 

 このような環境下にあって当社グループといたしましては、次の３つのソリューションを軸として事業を展開して

まいります。まず、エンジニアリングソリューション事業では「光Ｎｏ.１企業」を目指し、光アクセス網設計施工

体制の整備・強化を引き続き推進し、工期短縮・コストダウンを図り、ブロードバンドサービスの基盤としての光ア

クセス網の構築能力を高めてまいります。さらに次世代ネットワーク構築へ向けては、ＩＰネットワーク技術者の育

成・確保により質的向上と量的拡大を図り、ＩＰ化への能力向上に努力してまいります。また、第三世代移動通信網

サービスの一層の普及・拡大に対応すべく施工能力の充実強化も引き続き進めてまいります。一方では、全国施工保

守体制強化にも引き続き取り組み、全国展開力を武器にソリューション営業を展開してまいります。 

 ＩＴソリューション事業では、企画提案型営業を確立するためＳＩ・ＳＥの強化、拡充に努めてまいりましたが、

引き続き多様な顧客ニーズに対応し、さらなる業容拡大を図ってまいります。 

 エコソリューション事業では、社会のニーズが高まる環境関連の中でも廃棄物の減量・リサイクルを重点テーマに

お客様へ企画提案し、受注拡大を図ってまいります。 

 これらの取り組みを通じ、情報通信ネットワークのエンジニアリング会社として既存事業にとどまることなく、蓄

積してきた技術力の有機的結合と連携により、付加価値を創造し、事業領域を深掘・拡張し企業グループの成長を目

指してまいります。当社グループは相互に協力し経営資源を最大限に活用することで経営効率を向上させ、グループ

企業価値の向上、社業の発展に邁進する所存であります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、ＩＴ関連技術等による事業分野の拡大につながる研究開発および各工事部門への技術支援につな

がる施工の効率化、安全確保、品質向上等に関する技術開発を鋭意進めております。また大学等との共同研究開発に

も積極的に取り組み、技術開発促進の一助とするほか、企業発展に欠かせない「知的財産権」の獲得に向けて取り組

んでおります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の総額は２億８百万円であり、主な研究開発成果は次のとおりでありま

す。 

(1) エンジニアリングソリューション 

   ① マンホール補強工法の共同研究開発 

 マンホール等地下埋設物の敷設においては、道路設計荷重の増大、コンクリートの経年劣化によるひび割れ、

コンクリート剥離などにより、マンホール内の収容物に重大な障害を与える危険性が生じております。このよう

な状況を踏まえ、マンホールの補強策として、炭素繊維強化プラスチック板（ＣＦＲＰ）と隅角部補強材（レジ

ン製）の組み合わせにより、経年劣化しているマンホールの構造再生補修補強技術を他社と共同で確立いたしま

した。今後は、本技術を活用した補強工法として各埋設物所有企業に貢献できるものと思われます。 

   ② 超大口径推進工法に関する技術の開発 

 現在、施工中であるφ3500mmの超大口径推進は、分割タイプの特殊掘進機および分割型推進管推進で、世界初

の施工技術であります。本技術開発は、従来の大口径推進の適用領域および推進理論をベースとして、九州大学

との共同研究により、超大口径推進を学術的に解析し、工法理論の確立を図りました。この推進工法理論の確立

により、新しい超大口径推進分野をリードするとともに、工事の安全・品質の向上、施工の効率化に大きく貢献

できるものと思われます。 

(2) ＩＴソリューション 

   ① ＥＡＩ・モバイルセントレックス連携技術の開発 

 携帯電話を内線端末として利用するとともに、社内のデータにもアクセスが可能なモバイルセントレックスが

注目されております。企業内の情報基盤としてのデータは、ＥＡＩ(Enterprise Application Integration)など

を導入し、既存システムのコスト削減や一元管理により情報基盤整備が図られておりますが、これらは別々に稼

動しております。このような状況を踏まえ、ＥＡＩにより統合されたデータを、モバイルセントレックスでも活

用できるＥＡＩ・モバイルセントレックス連携技術の開発を行いました。今後は本技術を活用したソリューショ

ンビジネスへの貢献が出来るものと思われます。 

   ② 中小規模モバイルセントレックス相互接続検証技術の開発 

 モバイルセントレックスが登場してから約１年が経過するなか、最近ではテスト運用や部分的に導入したいと

いうニーズが増えてきております。このような状況を踏まえ、既存システムと中小規模ＳＩＰサーバとの相互接

続検証を行い、ベンダー間の接続性の確認、相互接続に関する技術を取得いたしました。これにより、市場ニー

ズに合った幅広い提案が可能となり、今後のソリューションビジネスへの貢献が出来るものと思われます。 

(3) エコソリューション 

   ① バチルス菌利用排水処理技術の開発 

 有機性排水処理には活性汚泥法が適しており、その処理施設の施工実績を積んでおりますが、一般的な処理方

法であるため他社との競争が厳しいのが現状であります。そこで、バチルス菌を用いた排水処理方法の効果検証

を行い、その有効性を確認いたしました。これはさらなるシステムの性能向上を図るとともに、独自システムの

構築を目指したものであります。本システムは一般的な活性汚泥法よりも低イニシャルコスト・低ランニングコ

ストであるため、今後は、排水処理施設設置工事において、本技術が貢献出来るものと思われます。 

   ② 汚泥減量効率化技術の開発 

 有機性排水の浄化施設等から発生する余剰汚泥の産業廃棄物処分費は、今後、さらに上昇する傾向であり、今

まで以上に「汚泥減量化技術」へのニーズが高まることが予測されます。そこで、汚泥破砕ノズルを用いた汚泥

減量装置のさらなる効率化・コストダウンの検討を実施するとともに精度の高い設計指針の構築を目指します。

これにより、商品価値ならびに競争力の向上に大きく貢献出来るものと思われます。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等の計画のうち、当中間連結会計期間に取得、除却

完了した主な設備は次のとおりであります。なお、大半の設備は全ての部門に共通的に使用されているため、部門

別の区分は行っておりません。 

  

(1)重要な設備の新設等 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 (2)重要な設備の除却等 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

   当中間連結会計期間において㈱カナックが提出会社の子会社となったため、次の設備が当社グループの新たな設

備となりました。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載してお

ります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
取得価額 
（百万円） 

提出会社  
本社 

（東京都渋谷区） 
新規技術センタ建設  600 

提出会社   － 機械装置・工具器具等取得 307 

連結子会社  － 機械装置・工具器具等取得 150 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
帳簿価額 
（百万円） 

完了日 

和興エンジニアリング㈱ 
本社 

（東京都港区） 
戸田駐車場土地売却 221 平成17年７月

会社名 
事業所名 
（所在地）

帳簿価額（百万円） 
従業員数
 (人) 建物 

構築物 

機械・運搬具

工具器具備品

土地
合計 

面積(㎡) 金額

㈱カナック － 502 36 40,609.74 1,485 2,024 128 (19) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

内容 

投資予定額 
資金 
調達方法 

着手年月 
完了予定
年月 

完成後の
増加能力総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 

提出会社  
本社  

（東京都渋谷区）

技術研修

センタ建

設 

134 40 自己資金 
平成17年 

10月 

平成17年 

12月 
－ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

  商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定にもとづき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   ①平成14年６月27日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で代用する予定であります。これ

により新規に発行される株式はありません。 

    ２．新株予約権者が、次のいずれかに該当した場合、新株予約権は失効します。 

(1）懲戒解雇および諭旨解雇 

(2）新株予約権者が当社との信頼関係を著しく損なう行為があったと当社が判断したとき 

(3）死亡 

(4）自己都合（自由選択定年制の適用を含む）による退職 

３．その他の条件は、平成14年６月27日開催の当社第48回定時株主総会および同日開催の当社取締役会決議にも

とづき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成17年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 117,812,419 117,812,419 

㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

㈱大阪証券取引所 

（市場第一部） 

 － 

計 117,812,419 117,812,419 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 119 106 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 119,000 106,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 619 619 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 

至 平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
該当なし（注）１ 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２.３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡・質入その他の処分

は認めない。 
同左 



   ②平成17年６月28日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式で代用する予定であります。これ

により新規に発行される株式はありません。 

    ２．新株予約権者が、当社取締役および従業員ならびに当社子会社の取締役の地位を喪失（死亡による場合を含

む。）した場合、新株予約権は失効します。ただし、当社または当社子会社の取締役が任期満了により退任

した場合、当社従業員が定年退職した場合、その他正当な理由がある場合はこの限りではありません。 

３．その他の条件は、平成17年６月28日開催の当社第51回定時株主総会および同日開催の当社取締役会決議にも

とづき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 655  655 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 655,000        655,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,002          1,002 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月２日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
該当なし（注）１ 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２.３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡・質入その他の処分

は認めない。 
同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日  

 ～ 

平成17年９月30日  

－ 117,812,419 － 6,888 － 5,761 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、当社が保有している自己株式が7,900千株（6.71％）あります。 

     ２．住友信託銀行株式会社から平成17年６月13日付で提出されました大量保有報告書に関する訂正報告書により

平成17年４月30日現在（報告義務発生日）で、以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。 

     ３．野村證券株式会社およびその共同保有者である野村アセットマネジメント株式会社、野村信託銀行株式会

社、NOMURA INTERNATIONAL PLCおよびMAINTRUST Kapitalanlagegesellschaft mbHから平成17年９月15日付

で提出されました大量保有報告書に関する変更報告書により平成17年８月31日現在（報告義務発生日）で、

合計4,786千株（所有割合4.06％）保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間

末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、

共同保有のうち、主な会社は以下のとおりであります。 

     ４. 株式会社みずほ銀行およびその共同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、第一勧業

アセットマネジメント株式会社および富士投信投資顧問株式会社から平成17年２月15日付で提出されました

大量保有報告書により平成17年１月31日現在（報告義務発生日）で、合計6,811千株（所有割合5.78％）保

有している旨の報告を受けておりますが、株式会社みずほ銀行以外の４社につきましては当社として当中間

会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。なお、共同保有のうち、主な会社は以下のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 13,050 11.08 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 8,716 7.40 

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 5,767 4.90 

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 5,766 4.89 

みずほ信託 退職給付信託 昭和

電線電纜口 再信託受託者 資産

管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－12 

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

5,151 4.37 

株式会社フジクラ 東京都江東区木場１丁目５－１ 4,400 3.74 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目 

１－１ 
3,594 3.05 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 2,688 2.28 

協和エクシオ従業員持株会 東京都渋谷区渋谷三丁目29番20号 2,029 1.72 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６  

日本生命証券管理部内 
1,962 1.67 

計 － 53,126 45.09 

氏名又は名称 提出日 報告義務発生日 
所有株式数 

 （千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

住友信託銀行株式会社 平成17年６月13日 平成17年４月30日 3,861 3.28 

氏名又は名称 提出日 報告義務発生日 
所有株式数 

 （千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

野村アセットマネジメ

ント株式会社 
平成17年９月15日 平成17年８月31日 3,947 3.35 

氏名又は名称 提出日 報告義務発生日 
所有株式数 

 （千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

第一勧業アセットマネ

ジメント株式会社 
平成17年２月15日 平成17年１月31日 2,001 1.70 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

 （注）このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれておりま

す。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  8,187,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 108,270,000 108,270 － 

単元未満株式 普通株式  1,355,419 － － 

発行済株式総数    117,812,419 － － 

総株主の議決権 － 108,270 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式）      

株式会社協和エクシオ 
東京都渋谷区渋谷

三丁目29番20号 
7,900,000 － 7,900,000 6.71 

（相互保有株式）      

協和エクシオ協力会 
東京都渋谷区渋谷

三丁目29番20号 
267,000 － 267,000 0.23 

大東工業株式会社 
東京都目黒区下目

黒２丁目７－４ 
10,000 － 10,000 0.01 

株式会社アトムシステム 

神奈川県藤沢市南

藤沢５－９朝日生

命藤沢ビル８階 

10,000 － 10,000 0.01 

計 － 8,187,000 － 8,187,000 6.96 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当事項はありません。 

(2）退任役員 

該当事項はありません。 

(3）役員の異動 

該当事項はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 897 950 990 1,000 1,028 1,132 

最低（円） 827 852 895 959 917 997 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則にもとづいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則にもとづいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）および当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表ならびに前

中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）および当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金   12,510   5,297   9,478  

受取手形・完成工事 
未収入金   35,978   40,817   66,303  

有価証券   8,759   4,662   6,660  

未成工事支出金等   25,460   29,679   17,556  

繰延税金資産   3,042   3,632   3,460  

その他   2,521   3,395   2,357  

貸倒引当金   △201   △405   △383  

流動資産合計   88,072 65.3  87,079 62.0  105,434 68.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物・構築物 ※２ 23,255   24,930   23,318   

機械・運搬具・工具器具
備品  10,037   10,783   9,987   

土地 ※２ 20,460   22,773   21,848   

建設仮勘定   －   1   －   

  減価償却累計額  △19,499 34,254  △21,075 37,414  △19,704 35,450  

２．無形固定資産   946   930   975  

３．投資その他の資産           

投資有価証券 ※１ 6,310   8,740   7,051   

長期繰延税金資産  3,583   3,352   3,446   

その他 ※1,2 2,486   4,203   2,993   

貸倒引当金  △805 11,575  △1,366 14,930  △1,070 12,420  

固定資産合計   46,776 34.7  53,275 38.0  48,845 31.7 

資産合計   134,849 100  140,355 100  154,280 100 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形・工事未払金   16,561   21,806   29,587  

短期借入金   4,208   1,210   2,230  

社債（１年以内償還予
定）   10,000   4,500   9,600  

未払法人税等   1,662   2,487   5,006  

未成工事受入金   5,465   7,696   3,720  

賞与引当金   268   470   403  

完成工事補償引当金   277   385   402  

受注工事損失引当金   －   901   419  

その他   7,347   7,799   10,988  

流動負債合計   45,792 34.0  47,257 33.7  62,359 40.4 

Ⅱ 固定負債           

社債   4,500   －   4,500  

退職給付引当金   12,561   12,557   12,952  

役員退職慰労引当金   525   610   562  

投資損失引当金   －   303   238  

長期繰延税金負債   1,319   543   1,339  

連結調整勘定   1,632   1,482   1,403  

その他   779   1,359   165  

固定負債合計   21,319 15.8  16,856 12.0  21,161 13.7 

負債合計   67,112 49.8  64,114 45.7  83,521 54.1 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   3,825 2.8  5,709 4.0  3,639 2.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,888 5.1  6,888 4.9  6,888 4.5 

Ⅱ 資本剰余金   5,761 4.3  5,870 4.2  5,761 3.7 

Ⅲ 利益剰余金   55,076 40.8  61,498 43.8  58,750 38.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   871 0.7  1,533 1.1  1,286 0.8 

Ⅴ 自己株式   △4,686 △3.5  △5,260 △3.7  △5,567 △3.6 

資本合計   63,912 47.4  70,530 50.3  67,119 43.5 

負債、少数株主持分及び
資本合計   134,849 100  140,355 100  154,280 100 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高 ※２  100,943 100  111,741 100  247,687 100 

Ⅱ 完成工事原価   87,999 87.2  97,028 86.8  216,723 87.5 

完成工事総利益   12,943 12.8  14,712 13.2  30,964 12.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  9,143 9.0  9,731 8.7  18,975 7.7 

営業利益   3,799 3.8  4,980 4.5  11,988 4.8 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  11   8   21   

受取配当金  107   81   154   

投資有価証券売却益   －   105   －   

連結調整勘定償却額   354   323   730   

その他  340 814 0.8 214 732 0.6 605 1,511 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  198   140   371   

固定資産除去損  －   47   －   

投資損失引当金繰入額  －   65   －   

会員権等評価損  61   －   －   

その他  126 386 0.4 158 411 0.4 751 1,122 0.4 

経常利益   4,227 4.2  5,301 4.7  12,377 5.0 

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益  121 121 0.1 － － － 189 189 0.1

 Ⅶ 特別損失              

      減損損失 ※４ －   223   －   

投資有価証券評価損  106   －   106   

固定資産売却損  －   －   170   

投資損失引当金繰入額  － 106 0.1 － 223 0.2 238 514 0.2 

税金等調整前中間（当
期）純利益   4,243 4.2  5,077 4.5  12,052 4.9 

法人税、住民税及び事業
税 

※３ 1,900   1,186   5,497   

法人税等調整額  － 1,900 1.9 － 1,186 1.0 △258 5,238 2.1 

少数株主利益   152 0.1  327 0.3  389 0.2 

中間（当期）純利益   2,190 2.2  3,562 3.2  6,423 2.6 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,761  5,761  5,761 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

   自己株式処分差益  0 0 109 109 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  5,761  5,870  5,761 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   53,783  58,750  53,783 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間（当期）純利益  2,190 2,190 3,562 3,562 6,423 6,423

Ⅲ 利益剰余金減少高        

株主配当金  779  656  1,331  

役員賞与金  118  158  118  

自己株式処分差損  － 897 － 814 7 1,456 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  55,076  61,498  58,750 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー 
計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
税金等調整前中間（当期）純利益  4,243 5,077 12,052

減価償却費  1,210 933 2,251

減損損失  － 223 －

連結調整勘定償却額  △241 △323 △615

投資有価証券評価損  106 － 106

固定資産売却損  － － 170

投資損失引当金繰入額  － 65 238

固定資産売却益  △121 － △189

その他資産の増減額（増加：△）  268 △1,072 60

その他負債の増減額（減少：△）  △3,942 △2,106 662

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △65 15 382

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △203 △873 187

受取利息及び受取配当金  △118 △89 △175

支払利息  198 140 371

売上債権の増減額（増加：△）  25,448 28,236 △5,087

未成工事支出金等の増減額（増加：△）  △7,139 △11,243 703

仕入債務の増減額（減少：△）  △11,444 △10,147 1,580

未成工事受入金の増減額（減少：△）  366 3,551 △1,378

その他  △3 △275 △380

小計  8,560 12,113 10,939

利息及び配当金の受取額  133 86 188

利息の支払額  △197 △165 △372

法人税等の支払額  △5,677 △4,671 △6,017

特別退職金の支払額  △592 － △625

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,226 7,364 4,112

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
定期預金等の増減額  △24 △417 29

有価証券の取得による支出  △999 － △999

有価証券の売却・償還による収入  1,009 － 2,009

有形固定資産の取得による支出  △976 △1,048 △3,348

有形固定資産の売却による収入  237 389 632

無形固定資産の取得による支出  △159 △147 △408

投資有価証券の取得による支出  △109 △1,129 △409

投資有価証券の売却による収入  577 310 591
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出  △782 △26 △782

貸付による支出  △606 △210 △688

貸付金の回収による収入  608 59 894

その他  51 △123 58

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,172 △2,344 △2,419

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
短期借入金純減少額  △1,098 △1,105 △2,908

長期借入による収入  143 － 45

長期借入金の返済による支出  △238 △99 △1,177

社債の償還による支出  － △9,600 △400

自己株式の取得による支出  △833 △97 △1,897

自己株式の売却による収入  － 514 －

配当金の支払額  △779 △657 △1,331

少数株主への配当金の支払額  △93 △73 △122

 その他  2 － 175

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,898 △11,119 △7,617

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  3 2 4

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △1,841 △6,096 △5,919

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  21,893 15,973 21,893

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 20,051 9,876 15,973



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 和興エンジニアリング㈱、大和電

設工業㈱、他子会社44社の合計46

社を連結しております。 

旭電話工業㈱、他子会社８社は、

中間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないため連結の範囲から除

外しております。 

和興エンジニアリング㈱、大和電

設工業㈱、大栄電話工業㈱、中国

通信建設㈱については、当中間連

結会計期間において新たに株式を

取得したため連結の範囲に含めて

おります。 

なお、和興エンジニアリング㈱が

新たに連結子会社となったことに

ともない、同社の連結子会社につ

いても連結の範囲に含めておりま

す。 

また、大和電設工業㈱が新たに連

結子会社となったことにともな

い、同社の連結子会社についても

連結の範囲に含めております。 

(1) 連結子会社の数 

51社 

主要な連結子会社の名称 

和興エンジニアリング㈱ 

大和電設工業㈱ 

㈱カナック  

なお、当中間連結会計期間に

おいて新たに株式を取得した

㈱カナックおよび同社の連結

子会社については、連結の範

囲に含めております。 

また、当中間連結会計期間に

おいて連結子会社新栄和通信

建設㈱は従来連結子会社であ

った㈱コーネットならびに㈱

テクノウエストを、連結子会

社山光電話工業㈱は従来連結

子会社であった㈲コスモ通信

を合併しました。 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

旭電話工業㈱ 

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、総資産、売上

高、中間純損益および利益剰

余金（持分に見合う額）等

は、中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため

連結の範囲から除外しており

ます。 

和興エンジニアリング㈱、大和電

設工業㈱、他子会社43社の合計45

社を連結しております。 

旭電話工業㈱、他子会社８社は、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

さないため連結の範囲から除外し

ております。 

和興エンジニアリング㈱、大和電

設工業㈱、大栄電話工業㈱、中国

通信建設㈱については、当連結会

計年度において新たに子会社とな

ったため連結の範囲に含めており

ます。 

なお、和興エンジニアリング㈱お

よび大和電設工業㈱が新たに連結

子会社となったことにともない、

同２社の連結子会社についても連

結の範囲に含めております。 

また、平成16年10月１日に連結子

会社協電工業㈱は従来連結子会社

であった㈱エクシオアルテックを

合併し、同時に商号を㈱協和シナ

ックスに変更しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

大和電設工業㈱が新たに連結子会

社になったことにともない、同社

の持分法適用関連会社である㈱リ

テックが当中間連結会計期間より

持分法適用関連会社となりまし

た。 

なお、旭電話工業㈱、他持分法非

適用の非連結子会社８社および関

連会社13社は、それぞれ中間連結

純損益および利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法

の適用から除外しております。 

(1) 持分法適用の関連会社の数 

１社 

持分法適用の関連会社の名称 

㈱リテック 

(2) 持分法非適用の主要な非連結 

子会社および関連会社の名称 

旭電話工業㈱ 

持分法非適用の非連結子会社

および関連会社は、中間連結

純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から

除外しております。 

大和電設工業㈱が新たに連結子会

社となったことにともない、同社

の持分法適用関連会社である㈱リ

テック１社が当連結会計年度より

持分法適用関連会社となりまし

た。 

なお、旭電話工業㈱、他持分法非

適用の非連結子会社８社および関

連会社13社は、それぞれ連結純損

益および利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適

用から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち、大和電設工業

㈱、他７社の中間会計期間末日は

３月31日であるため、中間連結決

算日９月30日現在で実施した仮決

算にもとづく中間財務諸表を使用

しております。 

連結子会社の中間会計期間末日と

中間連結決算日は一致しておりま

す。 

連結子会社の事業年度末日と連結

決算日は一致しております。 

なお、大和電設工業㈱および同社

の連結子会社は従来９月30日を決

算日としておりましたが、当連結

会計年度に決算日の変更をおこな

い、３月31日を決算日としており

ます。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日

の市場価格等にもとづ

く時価法（評価差額は

全部資本直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市

場価格等にもとづく時

価法（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

原価法(移動平均法) 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

未成工事支出金 

原価法（個別法） 

③ たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

③ たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

主として原価法（先入先

出法） 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数および残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

は定額法によっておりま

す。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。 

ただし、営業権について

は商法施行規則の規定す

る最長期間（５年）にわ

たる均等償却を行ってお

り、また、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間（５年）にもとづく定

額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に債権の回収可能性

を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

一部連結子会社における従

業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額にもとづ

く当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

    同左 

② 賞与引当金 

一部連結子会社における従

業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額にもとづ

く当連結会計年度負担額を

計上しております。 

 ③ 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、当社グ

ループにかし担保責任のあ

る完成工事高に対し、将来

の見積補償額にもとづいて

計上しております。 

③ 完成工事補償引当金 

    同左 

③ 完成工事補償引当金 

    同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

④   ────── 

        

④ 受注工事損失引当金   

受注工事の損失に備えるた

め、当中間連結会計期間末

における手持工事のうち、

損失発生の可能性が高く、

かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事

について、当連結会計年度

の下半期以降の損失見込額

を計上しております。 

④ 受注工事損失引当金  

受注工事の損失に備えるた

め、当連結会計年度末にお

ける手持工事のうち、損失

発生の可能性が高く、か

つ、その金額を合理的に見

積もることができる工事に

ついて、翌連結会計年度以

降の損失見込額を計上して

おります。 

（追加情報） 

受注環境が厳しさを増した

ことにともない、受注採算

管理の精度を従来よりも向

上させたことにより、翌連

結会計年度以降の損益に重

要な影響を与える可能性の

高い受注工事の存在が明ら

かになったため、その損失

に備えるための引当を行っ

たものであります。この結

果、従前の方法に比較し

て、完成工事総利益、営業

利益、経常利益、税金等調

整前当期純利益がそれぞれ

419百万円少なく、また流動

負債が同額多く計上されて

おります。  

 ⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額にもとづ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

なお、過去勤務債務につい

ては、主にその発生時の従

業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により費用処理

することとしており、数理

計算上の差異については、

主にその発生時における従

業員の平均残存勤務期間に

よる定額法によりそれぞれ

発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしてお

ります。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額にもとづ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務につい

ては、主にその発生時の従

業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により費用処理

することとしており、数理

計算上の差異については、

主にその発生時における従

業員の平均残存勤務期間に

よる定額法によりそれぞれ

発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしてお

ります。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、会社内規にも

とづく当中間連結会計期間

末要支給額を計上しており

ます。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、会社内規にも

とづく期末要支給額を計上

しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

⑦   ────── 

      

⑦ 投資損失引当金 

関係会社等に対する投資に

係る損失に備えるため、将

来発生する可能性のある損

失見込額を計上しておりま

す。 

⑦ 投資損失引当金 

    同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日))および「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は223百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則にもとづき各資産の

金額から直接控除しております。  

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

    会員権等評価損は、営業外費用の総額の100分の10

を超えたため、区分掲記することといたしまし

た。なお、前中間連結会計期間は営業外費用の

「その他」に３百万円含まれております。 

────── 

  １. 投資有価証券売却益は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため、区分掲記することといたしま

した。なお、前中間連結会計期間は営業外収益の

「その他」に16百万円含まれております。 

  ２. 固定資産除却損は、営業外費用の総額の100分の10

を超えたため、区分掲記することといたしまし

た。なお、前中間連結会計期間は営業外費用の

「その他」に26百万円含まれております。 

   ３. 会員権等評価損（19百万円）は、営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することといたしまし

た。 

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

   １. 投資有価証券評価損（24百万円）は、金額的重要

性が乏しくなったため、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示することと

いたしました。 

  ２. 固定資産売却益（△18百万円）は、金額的重要性

が乏しくなったため、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示することと

いたしました。 

  ３. 自己株式の売却による収入は、金額的重要性が増

したため区分掲記することといたしました。な

お、前中間連結会計期間は財務活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に２百万円含まれてお

ります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部

分の連結損益計算書上の表示方法） 

────── （法人事業税における外形標準課税部

分の連結損益計算書上の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月

13日）が公表されたことにともない、

当中間連結会計期間から同実務対応報

告にもとづき、法人事業税の付加価値

割および資本割82百万円を販売費及び

一般管理費として処理しております。 

 
実務対応報告第12号「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月

13日）が公表されたことにともない、

当連結会計年度から同実務対応報告に

もとづき、法人事業税の付加価値割お

よび資本割216百万円を販売費及び一

般管理費として処理しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．このうち非連結子会社および関連会社

に対する金額は次のとおりでありま

す。 

※１．このうち非連結子会社および関連会社

に対する金額は次のとおりでありま

す。 

※１．このうち非連結子会社および関連会社

に対する金額は次のとおりでありま

す。 

 百万円

投資有価証券（株式） 646

その他（出資金） 2

 百万円

投資有価証券（株式） 634

その他（出資金） 1

 百万円

投資有価証券（株式） 649

その他（出資金） 1

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

 百万円

建物 246

土地 848

その他（投資その他の資

産） 
4

計 1,100

 百万円

建物 467

土地 1,994

計 2,462

 百万円

建物 211

土地 749

計 961

上記物件について、一年以内に償還予定の

社債400百万円、短期借入金307百万円、一

年以内に返済予定の長期借入金181百万

円、長期借入金671百万円の担保に供して

おります。 

上記物件について、支払手形・工事未払金

95百万円、短期借入金195百万円、未払金

76百万円および長期借入金12百万円の担保

に供しております。 

上記物件について、短期借入金９百万円、

長期借入金34百万円の担保に供しておりま

す。 

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 

下記の会社の銀行借入金等に対する債

務保証額は次のとおりであります。 

下記の会社の銀行借入金等に対する債

務保証額は次のとおりであります。 

下記の会社の銀行借入金等に対する債

務保証額は次のとおりであります。 

 百万円

㈱ビーピーエス 85

タイエクシオコーポレーショ

ン 
38

タイキョウワエンジニアリン

グ＆コンストラクション㈱ 
25

ルモン東川口一番館管理組合 1

計 151

 百万円

(有)ライト設計 157

タイエクシオコーポレーショ

ン 
9

ルモン東川口一番館管理組合 1

計 168

 百万円

タイキョウワエンジニアリン

グ＆コンストラクション㈱ 
14

タイエクシオコーポレーショ

ン 
10

ルモン東川口一番館管理組合 1

計 25

（注）タイエクシオコーポレーションお

よびタイキョウワエンジニアリン

グ＆コンストラクション㈱の保証

金額は、全て外貨建であり、その

金額は次のとおりであります。 

（注）タイエクシオコーポレーションの

保証金額は、全て外貨建であり、

その金額は次のとおりでありま

す。 

（注）タイキョウワエンジニアリング＆

コンストラクション㈱およびタイ

エクシオコーポレーションの保証

金額は、全て外貨建であり、その

金額は次のとおりであります。 

タイエクシオコーポレーション

14,595千バーツ

タイキョウワエンジニアリング

＆コンストラクション㈱ 

9,527千バーツ

タイエクシオコーポレーション

      3,432千バーツ

 
 

タイキョウワエンジニアリング

＆コンストラクション㈱ 

5,129千バーツ

タイエクシオコーポレーション

     3,692千バーツ

 ４．受取手形裏書譲渡高   18百万円  ４．手形割引高および裏書譲渡高  ４．受取手形裏書譲渡高    5百万円 

  百万円

受取手形割引高  159

受取手形裏書譲渡高  11

 

５．当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行とコミットメントラ

イン（融資枠）契約を締結しておりま

す。これら契約にもとづく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

５．当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行とコミットメントラ

イン（融資枠）契約を締結しておりま

す。これら契約にもとづく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

５．当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行とコミットメントラ

イン（融資枠）契約を締結しておりま

す。これら契約にもとづく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 百万円

コミットメントライン 

（融資枠）の総額 
10,000

借入実行残高 －

差引額 10,000

 百万円

コミットメントライン 

（融資枠）の総額 
10,000

借入実行残高 －

差引額 10,000

 百万円

コミットメントライン

（融資枠）の総額 
10,000

借入実行残高 －

差引額 10,000



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．このうち主要な費目および金額は、次

のとおりであります。 

※１．このうち主要な費目および金額は、次

のとおりであります。 

※１．このうち主要な費目および金額は、次

のとおりであります。 

従業員給料手当 4,106百万円 従業員給料手当  4,518百万円 従業員給料手当  8,802百万円

※２．当社グループの完成工事高は連結会計

年度の下半期に著しく増加するため、

上半期と下半期の業績に季節的変動が

あります。 

※２．      同左 ※２．    ────── 

※３．税効果会計の適用は簡便法によってい

るため、当中間連結会計期間の法人税

等調整額は、「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しております。 

※３．      同左 ※３．    ────── 

※４．    ────── ※４．減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。  

当社グループは事業用資産については

支店等管理会計上の区分により、賃貸

用資産および遊休資産については個別

の物件ごとにグルーピングしておりま

す。 

事業用資産については一部連結子会社

において収益性が低下しているため、

賃貸用資産および遊休資産については

不動産価格等が帳簿価額に対して著し

く下落しているため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（223百万円）として特別損失

に計上しました。 

その内訳は、土地218百万円、建物０

百万円、その他４百万円であります。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味

売却可能価額と使用価値のいずれか高

い価額としております。正味売却可能

価額は路線価等にもとづく評価額から

合理的な調整を行って算出し、使用価

値は将来キャッシュ・フローを4.0％

で割り引いて算定しております。  

用途 種類 場所  

事業用資産 土地 福島県 

いわき市  

賃貸用資産 土地 東京都 

板橋区他 

遊休資産 土地および

建物等  

大阪府  

堺市他 

※４．    ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

 百万円

現金預金勘定 12,510

有価証券勘定 8,759

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△219

取得日から３ヶ月を超

えて償還期限の到来す

る短期投資（有価証券

勘定） 

△999

現金及び現金同等物 20,051

 百万円

現金預金勘定 5,297

有価証券勘定 4,662

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△83

現金及び現金同等物 9,876

 百万円

現金預金勘定 9,478

有価証券勘定 6,660

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△165

現金及び現金同等物 15,973



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

借主側 借主側 借主側 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

 百万円 百万円 百万円 

機械・運搬具
工具器具備品 

4,039 1,941 2,098 

その他 104 56 48 

合計 4,144 1,997 2,146 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

 百万円 百万円 百万円 

機械・運搬具
工具器具備品 

3,369 1,532 1,837 

その他 156 100 55 

合計 3,525 1,632 1,893 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

 百万円 百万円 百万円 

機械・運搬具
工具器具備品 

3,850 1,942 1,907 

その他 135 71 63 

合計 3,985 2,014 1,970 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 百万円
１年内 841
１年超 1,400
合計 2,242

 百万円
１年内 668
１年超 1,278
合計 1,947

 百万円
１年内 742
１年超 1,308
合計 2,050

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 百万円
支払リース料 524
減価償却費相当額 491
支払利息相当額 31

 百万円
支払リース料 425
減価償却費相当額 395
支払利息相当額 49

 百万円
支払リース料 1,012
減価償却費相当額 940
支払利息相当額 59

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

 百万円
１年内 17
１年超 31
合計 48

 百万円
１年内 50
１年超 179
合計 230

 百万円
１年内 16
１年超 38
合計 54

  

  

（減損損失について)  

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

貸主側 貸主側 貸主側 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

 
取得価
額 

減価償
却累計
額 

中間期
末残高 

 百万円 百万円 百万円 

機械・運搬具
工具器具備品 

65 10 55 

 
取得価
額 

減価償
却累計
額 

中間期
末残高 

 百万円 百万円 百万円 

機械・運搬具
工具器具備品 

88 23 64 

 
取得価
額 

減価償
却累計
額 

期末残
高 

 百万円 百万円 百万円 

機械・運搬具
工具器具備品 

105 20 85 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

 百万円

１年内 10

１年超 46

合計 56

 百万円

１年内 14

１年超 50

合計 64

 百万円

１年内 16

１年超 52

合計 69

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

 百万円

受取リース料 8

減価償却費 6

受取利息相当額 3

 百万円

受取リース料 11

減価償却費 9

受取利息相当額 2

 百万円

受取リース料 18

減価償却費 15

受取利息相当額 4

(4) 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

(4) 利息相当額の算定方法 

 同左 

(4) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について)  

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 1,749 3,252 1,502 

② 債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

③ その他 861 764 △97 

合計 2,610 4,016 1,405 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,628 

② 非上場債券 19 

③ 公社債投資信託 2,860 

④ その他 5,898 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 2,360 4,831 2,470 

② 債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

③ その他 1,345 1,494 149 

合計 3,705 6,326 2,620 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 1,760 

② 非上場債券 19 

③ 公社債投資信託 4,662 

④ その他 － 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１日

至平成17年９月30日）および前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 中間期末（期末）残高がないため、該当事項はありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 1,858 4,022 2,163 

② 債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

③ その他 834 814 △19 

合計 2,693 4,837 2,144 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 1,544 

② 非上場債券 19 

③ 公社債投資信託 3,661 

④ その他 2,999 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に占める電気通信・電気設備業等建設事業の割

合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に占める電気通信・電気設備業等建設事業の割

合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める電気通信・電気

設備業等建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 在外連結子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 在外連結子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 在外連結子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 579.57円

１株当たり中間純利益 19.71円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
19.69円

１株当たり純資産額 641.70円

１株当たり中間純利益      32.45円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
32.44円

１株当たり純資産額 611.97円

１株当たり当期純利益 56.59円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
56.55円

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益 

中間（当期）純利益 2,190百万円 3,562百万円 6,423百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円    168百万円 

（うち利益処分による取締役賞与

金） 
(－百万円) (－百万円) (168百万円) 

普通株式に係る中間（当期）純利

益 
2,190百万円 3,562百万円 6,255百万円 

期中平均株式数 111,146千株 109,789千株 110,528千株 

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益 

中間(当期)純利益調整額 －百万円 －百万円    －百万円 

（うち支払利息（税額相当額控除

後）） 
(－百万円) (－百万円) (－百万円) 

（うち事務手数料（税額相当額控

除後）） 
(－百万円) (－百万円) (－百万円) 

普通株式増加数 83千株 44千株 89千株 

（うち新株予約権） (83千株) (44千株) （89千株) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

平成12年６月29日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（自己株式譲渡方式、普

通株式452千株）。 

平成12年６月29日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（自己株式譲渡方式、普

通株式452千株）および平

成17年６月28日定時株主総

会決議新株予約権（655千

株）。 

平成12年６月29日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（自己株式譲渡方式、普

通株式452千株）。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当社は、平成16年11月19日開催の取締役会に

おいて、商法第211条ノ３第１項第２号の規

定にもとづき、平成16年11月22日から平成17

年３月31日までに、当社普通株式を、株式の

総数1,200千株、取得価額の総額1,000百万円

を限度として取得することを決議しました。

これを受けて、平成16年12月17日までに、自

己株式420千株を379百万円で取得しておりま

す。 

 ────── １．株式取得による子会社化 

当社は、平成17年４月８日取締役会決議にも

とづき、株式会社カナックと協力し相互の経

営資源を有効に活用し、四国地方における施

工基盤の強化を図るため、以下のとおり同社

の株式を取得し子会社としました。 

(1）対象会社の概要（平成16年９月30日現

在） 

① 商号 

株式会社カナック 

  ② 代表者 

代表取締役社長 大西 大介 

  ③ 本店所在地 

香川県高松市三谷町136番地 

  ④ 主な事業内容 

電気設備工事、電気通信設備工事 

  ⑤ 資本金 

300百万円 

  
(2）株式取得の内容 

① 株式取得方法 

第三者割当増資の引受け 

  ② 株式取得日 

平成17年４月25日 

  ③ 取得株式数 

2,970,000株 

  ④ 取得価額 

総額1,262百万円（１株につき425

円） 

  ⑤ 取得後の所有割合 

50.36％ 

（注）取得後の株式会社カナックの資本金

は932百万円であります。 

  
２．自己株式の処分 

当社は、平成17年４月28日取締役会決議にも

とづき、グループ経営の円滑化を図るため、

当社が子会社化した株式会社カナックの代表

取締役社長大西大介氏に対して、以下のとお

り自己株式の譲渡による処分を実施しまし

た。 

(1）処分株式の種類および数 

当社普通株式 550,000株 

  
(2）処分価額 

  １株につき866円（総額476百万円） 

  
(3）処分の時期 

払込期日 平成17年５月16日 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
（％）

金額(百万円) 
構成比
（％）

金額(百万円) 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金  8,929   2,885   7,306   

受取手形  1,013   1,263   1,626   

完成工事未収入金  27,116   30,386   51,281   

有価証券  8,699   4,602   6,600   

未成工事支出金  18,500   21,168   13,002   

繰延税金資産  2,277   2,790   2,790   

その他 ※３ 2,971   4,144   5,232   

貸倒引当金  △96   △116   △192   

流動資産合計   69,411 65.0  67,125 60.9  87,650 68.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物  14,530   15,228   14,707   

土地  12,928   14,474   14,376   

その他  5,977   6,627   6,179   

減価償却累計額  △11,160   △11,826   △11,494   

有形固定資産計  22,276   24,504   23,768   

２．無形固定資産  400   496   456   

３．投資その他の資産           

投資有価証券  9,807   5,713   5,011   

関係会社株式   －   6,842   5,442   

長期繰延税金資産  3,723   3,380   3,545   

その他  2,579   3,717   2,965   

貸倒引当金  △1,417   △1,624   △1,535   

投資その他の資産計  14,693   18,029   15,429   

固定資産合計   37,371 35.0  43,030 39.1  39,655 31.1 

資産合計   106,782 100  110,155 100  127,305 100 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
（％）

金額(百万円) 
構成比
（％）

金額(百万円) 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形  168   27   83   

工事未払金  15,138   19,604   28,561   

社債（１年以内償還予
定）  9,600   4,500   9,600   

未払法人税等  1,216   1,560   3,960   

未成工事受入金  4,214   5,552   3,280   

預り金   －   5,657   3,863   

完成工事補償引当金  270   369   388   

受注工事損失引当金   －   851   369   

その他   7,939   4,487   7,124   

流動負債合計   38,548 36.1  42,611 38.7  57,231 44.9 

Ⅱ 固定負債           

社債  4,500   －   4,500   

退職給付引当金  5,903   6,188   6,002   

役員退職慰労引当金  242   297   287   

投資損失引当金  －   303   238   

固定負債合計   10,645 10.0  6,789 6.1  11,027 8.7 

負債合計   49,193 46.1  49,400 44.8  68,258 53.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,888 6.5  6,888 6.3  6,888 5.4 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  5,761   5,761   5,761   

その他資本剰余金  0   109   －   

    自己株式処分差益  0   109   －   

   資本剰余金合計   5,761 5.4  5,870 5.3  5,761 4.5 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  1,547   1,547   1,547   

任意積立金  44,475   47,172   44,475   

中間（当期）未処分利益  2,719   3,035   4,681   

利益剰余金合計   48,741 45.6  51,754 47.0  50,703 39.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   883 0.8  1,501 1.4  1,260 1.0 

Ⅴ 自己株式   △4,686 △4.4  △5,260 △4.8  △5,567 △4.4 

資本合計   57,589 53.9  60,755 55.2  59,046 46.4 

負債資本合計   106,782 100  110,155 100  127,305 100 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
（％）

金額(百万円) 
百分比
（％）

金額(百万円) 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高 ※２  78,870 100  85,840 100  195,020 100 

Ⅱ 完成工事原価   69,557 88.2  76,205 88.8  173,283 88.9 

完成工事総利益   9,313 11.8  9,635 11.2  21,736 11.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   6,400 8.1  6,633 7.7  13,334 6.8 

営業利益   2,913 3.7  3,001 3.5  8,402 4.3 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息配当金  98   127   179   

その他  150 248 0.3 217 344 0.4 294 474 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息 ※１ 160   136   316   

その他  77 237 0.3 145 282 0.3 527 844 0.4 

経常利益   2,923 3.7  3,063 3.6  8,032 4.1 

Ⅵ 特別利益           

   固定資産売却益  100 100 0.1 － － － 140 140 0.1 

Ⅶ 特別損失           

減損損失 ※５ －   16   －   

投資有価証券評価損  104   －   104   

固定資産売却損   －   －   168   

投資損失引当金繰入額  － 104 0.1 － 16 0.0 238 511 0.3 

税引前中間(当期)純利益   2,919 3.7  3,047 3.6  7,661 3.9 

法人税、住民税及び事業税 ※４ 1,415   1,246   4,060   

法人税等調整額  － 1,415 1.8 － 1,246 1.5 △423 3,636 1.9 

中間(当期)純利益   1,504 1.9  1,800 2.1  4,024 2.0 

前期繰越利益   1,215   1,234   1,215  

自己株式処分差損    －   －   7  

中間配当額   －   －   551  

中間(当期)未処分利益   2,719   3,035   4,681  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社株

式 

原価法（移動平均法） 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社株

式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社株

式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場

価格等にもとづく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に

もとづく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

原価法（移動平均法） 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法 

(2）   ────── 

  

(2）デリバティブ 

 時価法 

 (3）たな卸資産 

未成工事支出金 

原価法（個別法） 

(3）たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

(3）たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

 材料貯蔵品 

原価法（先入先出法） 

材料貯蔵品 

同左 

材料貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数および残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）について

は定額法によっておりま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。 

ただし、営業権については

商法施行規則の規定する最

長期間（５年）にわたる均

等償却を行っており、ま

た、自社利用のソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に

もとづく定額法によってお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に債権の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担保の費

用に備えるため、当社にかし

担保責任のある完成工事高に

対し、将来の見積補償額にも

とづいて計上しております。 

(2) 完成工事補償引当金 

     同左 

(2) 完成工事補償引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (3)    ───── 

   

(3) 受注工事損失引当金 

  受注工事の損失に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る手持工事のうち、損失発生

の可能性が高く、かつ、その

金額を合理的に見積もること

ができる工事について、当事

業年度の下半期以降の損失見

込額を計上しております。 

(3) 受注工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるた

め、当事業年度末における手

持工事のうち、損失発生の可

能性が高く、かつ、その金額

を合理的に見積もることがで

きる工事について、翌事業年

度以降の損失見込額を計上し

ております。 

（追加情報） 

受注環境が厳しさを増したこ

とにともない、受注採算管理

の精度を従来よりも向上させ

たことにより、翌期以降の損

益に重要な影響を与える可能

性の高い受注工事の存在が明

らかになったため、その損失

に備えるための引当を行った

ものであります。この結果、

従来の方法に比較して、完成

工事総利益、営業利益、経常

利益、税引前当期純利益がそ

れぞれ369百万円少なく、また

流動負債が同額多く計上され

ております。 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額にもとづき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間による定額法

により費用処理することとし

ており、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

による定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額にもとづき、当事業年

度末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間による定額法

により費用処理することとし

ており、数理計算上の差異に

ついては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

による定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、会社内規にもとづ

く当中間会計期間末要支給額

を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、会社内規にもとづ

く期末要支給額を計上してお

ります。 

 (6)    ───── 

  

(6) 投資損失引当金 

関係会社等に対する投資に係

る損失に備えるため、将来発

生する可能性のある損失見込

額を計上しております。  

(6) 投資損失引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

  消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税引前中間純利

益は16百万円減少しております。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

   １. 関係会社株式は、資産の総額の100分の５を超えたため、区

分掲記することといたしました。なお、前中間会計期間は投

資その他の資産の「投資有価証券」に5,442百万円含まれて

おります。 

   ２. 預り金は、負債・資本の総額の100分の５を超えたため、区

分掲記することといたしました。なお、前中間会計期間は流

動負債の「その他」に3,980百万円含まれております。 

前中間会計期間 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

────── 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

実務対応報告第12号「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 

平成16年２月13日）が公表されたことにとも

ない、当中間会計期間から同実務対応報告に

もとづき、法人事業税の付加価値割および資

本割71百万円を販売費及び一般管理費として

処理しております。 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年２月13日）が公表されたことにとも

ない、当事業年度から同実務対応報告にもと

づき、法人事業税の付加価値割および資本割

184百万円を販売費及び一般管理費として処

理しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

１．偶発債務（保証債務） 下記の会社の銀行借入金等に対す

る債務保証額は次のとおりであり

ます。 

下記の会社の銀行借入金等に対す

る債務保証額は次のとおりであり

ます。 

下記の会社の銀行借入金等に対す

る債務保証額は次のとおりであり

ます。 

             百万円              百万円              百万円  

 ㈱ビーピーエス 44 

タイエクシオコーポ

レーション 
38 

タイキョウワエンジ

ニアリング＆コンス

トラクション㈱ 

25 

計 109 

タイエクシオコーポ

レーション 
9 

計 9 

タイキョウワエンジ

ニアリング＆コンス

トラクション㈱ 

14 

タイエクシオコーポ

レーション 
10 

計 24 

 （注）タイエクシオコーポレーシ

ョンおよびタイキョウワエ

ンジニアリング＆コンスト

ラクション㈱の保証金額

は、全て外貨建であり、そ

の金額は次のとおりであり

ます。 

 （注）タイエクシオコーポレーショ

ンの保証金額は、全て外貨

建であり、その金額は次の

とおりであります。 

（注）タイキョウワエンジニアリ

ング＆コンストラクション

㈱およびタイエクシオコー

ポレーションの保証金額

は、全て外貨建であり、そ

の金額は次のとおりであり

ます。 

 タイエクシオコーポレーシ

ョン 

タイエクシオコーポレーシ

ョン 

タイキョウワエンジニアリ

ング＆コンストラクション

㈱ 

 14,595千バーツ 3,432千バーツ       5,129千バーツ 

  タイキョウワエンジニアリ

ング＆コンストラクション

㈱ 

 タイエクシオコーポレーシ

ョン 

 9,527千バーツ        3,692千バーツ 

２．コミットメントライン

（融資枠）契約 

当社は運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行とコミット

メントライン（融資枠）契約を締

結しております。これら契約にも

とづく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

当社は運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行とコミット

メントライン（融資枠）契約を締

結しております。これら契約にも

とづく当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

当社は運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行とコミット

メントライン（融資枠）契約を締

結しております。これら契約にも

とづく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

             百万円              百万円              百万円  

 コミットメントライン

（融資枠）の総額 
10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 

コミットメントライン

（融資枠）の総額 
10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 

コミットメントライン

（融資枠）の総額 
10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 

※３．消費税等の取扱い 仮払消費税等および仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産その他

に含めて表示しております。 

同左 

  

───── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．支払利息 支払利息には、社債利息156百万円

を含んでおります。 

支払利息には、社債利息130百万円

を含んでおります。 

支払利息には、社債利息309百万円

を含んでおります。 

※２．過去１年間の売上高 当社の完成工事高は事業年度の下

半期に著しく増加するため、上半

期と下半期の業績に季節的変動が

あります。 

なお、当中間会計期間末に至る１

年間の完成工事高は、次のとおり

であります。 

当社の完成工事高は事業年度の下

半期に著しく増加するため、上半

期と下半期の業績に季節的変動が

あります。 

なお、当中間会計期間末に至る１

年間の完成工事高は、次のとおり

であります。 

───── 

  百万円

前事業年度下半期 115,436

当中間会計期間 78,870

計 194,306

 百万円

前事業年度下半期 116,149

当中間会計期間 85,840

計 201,989

 

３．減価償却実施額 有形固定資産 406百万円

無形固定資産 372百万円

有形固定資産    453百万円

無形固定資産 77百万円

有形固定資産    868百万円

無形固定資産 492百万円

※４．税効果会計 当中間会計期間における税金費用

については、簡便法による税効果

会計を適用しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税及び

事業税」に含めて表示しておりま

す。 

同左 ───── 

※５．減損損失 ───── 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

当社は事業用資産については支店

等管理会計上の区分により、賃貸

用資産および遊休資産については

個別の物件ごとにグルーピングし

ております。  

上記資産につきましては不動産価

格が帳簿価額に対して著しく下落

しているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（16百万円）として特別

損失に計上しました。 

なお、当該資産の回収可能価額は

正味売却可能価額と使用価値のい

ずれか高い価額としております。

正味売却可能価額は路線価等にも

とづく評価額から合理的な調整を

行って算出し、使用価値は将来キ

ャッシュ・フローを4.0％で割り引

いて算定しております。 

用途 種類 場所  

遊休資産 土地  兵庫県 

豊岡市他 

───── 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（借主側）    

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額

 百万円 百万円 百万円 

機械・
運搬具 

2,732 1,153 1,578 

工具器
具・備
品 

622 410 212 

その他 80 46 33 

合計 3,434 1,609 1,825 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額

 百万円 百万円 百万円 

機械・
運搬具 

2,440 1,203 1,237 

工具器
具・備
品 

363 136 226 

その他 82 63 19 

合計 2,887 1,403 1,483 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

 百万円 百万円 百万円 

機械・
運搬具 

2,619 1,288 1,331 

工具器
具・備
品 

638 419 218 

その他 83 55 28 

合計 3,342 1,764 1,578 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

   未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

  百万円

１年内 734

１年超 1,157

合計 1,892

 百万円

１年内 541

１年超 976

合計 1,518

 百万円

１年内 625

１年超 1,012

合計 1,637

 (3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  百万円

支払リース料 460

減価償却費相当額 432

支払利息相当額 27

 百万円

支払リース料 368

減価償却費相当額 342

支払利息相当額 45

 百万円

支払リース料 867

減価償却費相当額 810

支払利息相当額 51

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リ

ース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

 百万円

１年内 8

１年超 8

合計 17

 百万円

１年内 27

１年超 92

合計 119

 百万円

１年内 9

１年超 16

合計 26

(減損損失について)    

  

リース資産に配分された減損

損失はありません。 

  

  

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成16年9月30日現在） 

  子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

 当中間会計期間末（平成17年9月30日現在） 

  子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年3月31日現在） 

  子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（貸主側）    

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額

及び中間期末残高 

(1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

 
取得価
額 

減価償
却累計
額 

中間期
末残高

 百万円 百万円 百万円

機械・
運搬具 

45 4 40 

 
取得価
額 

減価償
却累計
額 

中間期
末残高

 百万円 百万円 百万円

機械・
運搬具 

51 10 40 

 
取得価
額 

減価償
却累計
額 

期末残
高 

 百万円 百万円 百万円

機械・
運搬具 

72 10 61 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

  百万円

１年内 6

１年超 35

合計 41

 百万円

１年内 7

１年超 35

合計 42

 百万円

１年内 10

１年超 52

合計 62

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

  百万円

受取リース料 6

減価償却費 4

受取利息相当額 2

 百万円

受取リース料 6

減価償却費 5

受取利息相当額 2

 百万円

受取リース料 12

減価償却費 9

受取利息相当額 4

 (4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

(減損損失について)    リース資産に配分された減損

損失はありません。 

  

 
中間貸借対照表 
計  上  額 

時 価 差 額 

子会社株式 
百万円 

3,441 

百万円 

2,641 

百万円 

△799 

 
中間貸借対照表 
計  上  額 

時 価 差 額 

子会社株式 
百万円 

4,836 

百万円 

5,192 

百万円 

355 

 
貸 借 対 照 表 
計  上  額 

時 価 差 額 

子会社株式 
百万円 

3,441 

百万円 

3,377 

百万円 

△64 



（１株当たり情報） 

  （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 522.24円

１株当たり中間純利益 13.53円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
13.52円

１株当たり純資産額 552.77円

１株当たり中間純利益      16.40円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
     16.39円

１株当たり純資産額 538.87円

１株当たり当期純利益      35.57円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
     35.54円

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益 

中間（当期）純利益 1,504百万円      1,800百万円      4,024百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円   93百万円 

（うち利益処分による取締役賞与

金） 
（－百万円） （－百万円） （93百万円） 

普通株式に係る中間（当期）純利

益 
1,504百万円      1,800百万円      3,931百万円 

期中平均株式数 111,147千株        109,789千株        110,529千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

中間(当期)純利益調整額 －百万円 －百万円    －百万円 

（うち支払利息（税額相当額控除

後）） 
（－百万円） （－百万円） （－百万円） 

（うち事務手数料（税額相当額控

除後）） 
（－百万円） (－百万円） （－百万円） 

普通株式増加数 83千株 44千株       89千株 

（うち新株予約権） （83千株） （44千株） （89千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

平成12年６月29日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（自己株式譲渡方式、普

通株式452千株）。 

平成12年６月29日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（自己株式譲渡方式、普

通株式452千株）および平

成17年６月28日定時株主総

会決議新株予約権（655千

株）。  

平成12年６月29日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（自己株式譲渡方式、普

通株式452千株）。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当社は、平成16年11月19日開催の取

締役会において、商法第211条ノ３第

１項第２号の規定にもとづき、平成

16年11月22日から平成17年３月31日

までに、当社普通株式を、株式の総

数1,200千株、取得価額の総額1,000

百万円を限度として取得することを

決議しました。これを受けて、平成

16年12月17日までに、自己株式420千

株を379百万円で取得しております。 

 ────── 当社は、平成17年４月８日取締役会

決議にもとづき、株式会社カナック

の株式を取得し子会社としました。

また、平成17年４月28日取締役会決

議にもとづき、自己株式の処分を実

施しました。なお、上記の概要につ

きましては連結財務諸表の重要な後

発事象に記載のとおりであります。 



(2）【その他】 

中間配当に関する取締役会決議 

 平成17年11月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

イ．中間配当による配当金の総額…………………………769百万円 

ロ．１株当たりの金額………………………………………７円00銭 

ハ．支払請求権の効力発生日ならびに支払開始日………平成17年12月２日 

 （注）平成17年９月30日現在の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、支払いを行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第51期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 

  平成17年４月25日関東財務局長に提出。 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）にもとづく臨時報告書であります。 

(3) 有価証券届出書及びその添付書類 

  平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(4) 有価証券届出書の訂正届出書 

  平成17年７月11日関東財務局長に提出。 

   平成17年６月29日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(5) 自己株券買付状況報告書 

  報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月11日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月10日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月８日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月13日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月11日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月15日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月14日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月15日関東財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月９日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月17日

株式会社協和エクシオ   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 沖  恒弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 縄田 直治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社協和エクシオの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社協和エクシオ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月16日

株式会社協和エクシオ   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 沖  恒弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 縄田 直治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社協和エクシオの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社協和エクシオ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より

固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月17日

株式会社協和エクシオ   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 沖  恒弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 縄田 直治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社協和エクシオの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社協和エクシオの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月16日

株式会社協和エクシオ   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 沖  恒弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 縄田 直治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社協和エクシオの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第52期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社協和エクシオの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。 
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